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令和 4 年 8 月 19 日 

 

①９月補正予算案の主な事業について 

 

１ コロナ禍における物価高騰等支援策 

コロナ禍における物価高騰対策として、生活者支援等に係る補正予算案を９月定例会に提出

します。 
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生活者等支援策案 

●見附応援商品券事業  予算案 １２３，８００千円 

令和４年１０月１日を基準日とし、次のいずれかに該当する方に１人当たり３千円分の市内

商品券を配付。 

   ・見附市民（見附市の住民基本台帳に登録されている者） 

   ・これから生まれてくる見附市民（母子健康手帳を有する人が出生予定の胎児） 

 

●住民税非課税世帯等給付金事業  予算案 ３５，２００千円 

国の「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金」を受給した世帯を対象とし、１世帯当

たり１万円を給付。 

 

 

その他の支援策案 

【事業者支援】  

〇農業経営継続支援金  予算案 7,500 千円 

市内販売農家の事業継続を支援するため、1 経営体当たり 5 千円（作付面積等に応じて上乗

せあり）を助成。 

【本件のポイント】 

・市民への生活支援を重視し、全市民を対象とする市内商品券配布事業とともに、非課税世

帯等に対する現金給付事業の予算案を提出します。 

・商品券配布事業は、①市内事業者支援としての効果も期待して、現金給付ではなく商品券

配布とするとともに、②こどもと子育てを支えるまちとして、これから生まれてくる赤ち

ゃんも対象にしたいと考えています。 

・非課税世帯等には、商品券配布に加えて現金の給付を行いたいと考えています。 

・この他に事業者や子育て向けの支援策についても補正予算案を計上しています。 

・支援策については、国の「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を財源と

し、現金給付事業は新潟県の「物価高騰等に対応する緊急生活支援事業補助金」も活用する

予定です。 
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〇運送事業者等燃油価格高騰対策補助金  予算案 13,000 千円 

市内に本社等を有するトラック事業者等の事業継続を支援するため、対象車両に対して助成。 

①トラック事業者（一般貨物自動車運送業）及び貸切バス事業者 

1 台当たり 4 万円（上限 40 万円／事業者） 

②タクシー事業者（ただし、ガソリン車のみを補助対象とする）及び自動車運転代行事業者 

1 台当たり 2 万円（上限 20 万円／事業者） 

 

〇新たな取組チャレンジ事業者応援補助金  予算案 6,000 千円 

新たな商品・サービス開発等に取り組む事業者の支援。当初予算計上分は終了したが、物価

高騰対策として、二次募集を行って引き続き事業者を支援。 

※補助率 2/3（上限 30 万円）ただし、県補助対象事業の場合は、補助率 1/2（上限 30 万円） 

 

〇見附商工会補助金  予算案 5,000 千円 

新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けている商工会員の半期分の会費を支援するた

め、見附商工会に補助金を交付。 

 

 

【子育て支援】 

 私立保育所等への支援により保育環境を維持。 

 

〇放課後児童健全育成事業  予算案 100 千円 

光熱費増高に対する放課後児童クラブ支援のため、定員区分に応じて委託料を増額。 

 

〇へき地保育所運営事業  予算案 400 千円 

光熱費増高に対するへき地保育所支援のため、定員区分に応じて委託料を増額。 

 

〇私立保育所運営事業  予算案 750 千円 

光熱費増高に対する私立保育所支援のため、定員区分に応じて補助金を交付。 

 

〇認定こども園・小規模保育施設運営事業  予算案 2,050 千円 

光熱費増高に対する認定こども園、小規模保育施設及び企業主導型保育施設支援のため、定

員区分に応じて補助金を交付。 
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２ ニット産地火災復旧支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 
 

【目的】 

火災により、被災した市内ニット業者 2社を含む見附ニット産地全体が大きな打撃を受けて 

います。見附市の重要産業の一つであるニット産地の保護のため、被災事業者及び見附ニット 

産地全体の受注回復に向けた取り組みに対し支援を行います。 

 

 

【内容】 

●補助金名称 ニット産地火災復旧支援事業補助金 

●対象経費 被災事業者及び見附ニット産地全体の受注回復に向けた取り組みに係る以下の経費。 

①販路開拓に係る経費 ②販売促進に係る経費 ③新商品開発に係る経費 

（例） ・販売会への参加経費、販売会開催経費 

・新商品のサンプル作成経費、チラシ作成経費 など 

●補助対象 見附ニット工業協同組合 

●補助額  300 万円 

 

【本件のポイント】 

・令和 4年 4月 7日に発生した火災で被災した市内ニット業者 2社を含め、見附ニット産地全

体が大きな打撃を受けた。市の重要産業の一つであるニットの産地保護のため、見附ニット

産地全体の受注回復に向けた取り組みに対し支援を行う。 

・本事業に必要な経費について、補正予算案を９月市議会定例会に上程する。 
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